様式第１号（第７条関係）
　（その１）
関係法令等チェックリスト
	事業名
	

	事業区域全ての地番
	



１　事前協議までに調査が必要なもので、該当する場合に図面又は回答の写しを添付するもの
	関係法令等
	該当の有無
	図面、回答

	(１)　茨城県自然環境保全条例（昭和48年茨城県条例第４号）第３条に規定する自然環境保全区域
	有り・無し
	□図面

	(２)　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第28条に規定する鳥獣保護区
	有り・無し
	□図面

	(３)　農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第８条に規定する農用地の周辺
	有り・無し
	□図面

	(４)　農地法（昭和27年法律第229号）第４条第６項に規定する農地及び同法第５条第２項第１号に規定する農地及び採草牧草地
	有り・無し
	□回答
□図面

	(５)　森林法（昭和26年法律第249号）第５条第２項第１号に規定する森林の区域
	有り・無し
	□図面

	(６)　河川法（昭和39年法律第167号）第54条に規定する河川保全区域及び同法第56条に規定する河川予定地
	有り・無し
	□図面

	(７)　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項に規定する土砂災害警戒区域及び同法第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域
	有り・無し
	□図面

	(８)　地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条に規定する地すべり防止区域
	有り・無し
	□図面

	(９)　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条に規定する急傾斜地崩壊危険区域
	有り・無し
	□図面

	(10)　文化財保護法（昭和25年法律第214号）第93条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地
	有り・無し
	□回答

	(11)　古河市文化財保護条例（平成17年条例第167号）第６条の規定により指定する指定文化財の所在地及び同条例第30条の規定により指定する史跡名勝天然記念物の所在地
	有り・無し
	□回答

	(12)　古河市景観条例（平成25年条例第18号）第10条に規定する景観形成重点地区及び景観形成重点路線の周辺
	有り・無し
	□図面

	(13)　都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条第１項に規定する市街化区域及びその周辺、同法第11条第１項に規定する都市施設の予定区域及び同法第12条の４に基づき計画された区域
	有り・無し
	□図面

	(14)　都市計画法第12条に規定する市街地開発事業区域及び第12条の２に規定する市街地開発事業等予定区域
	有り・無し
	□図面


※　調査は、公共機関が公開するデジタルマップ等に事業区域を重ねることにより確認し、当該図面を本書に添付すること。
※　調査は、必要に応じて担当部署に照会し、回答の写しを本書に添付すること。
※　古河市内に該当する区域が存しない場合には、添付を要しない。


　（その２）
関係法令等チェックリスト
	事業名
	

	事業区域全ての地番
	


２　事前協議終了後、実施協議までに調査が必要なもので、該当する場合に写しを添付するもの
	関係法令等
	該当の有無
	写しの添付

	(１)　国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第23条第１項に規定する届出書
	有り・無し
	□

	(２)　茨城県土地開発事業の適正化に関する指導要綱に係る承認書
	有り・無し
	□

	(３)　茨城県地球環境保全行動条例（平成７年茨城県条例第10号）第13条に規定する事業場の報告書
	有り・無し
	□

	(４)　環境影響評価法（平成９年法律第81号）又は茨城県環境影響評価条例（平成11年茨城県条例第７号）が定める環境影響評価の報告書
	有り・無し
	□

	(５)　農地法（昭和27年法律第229号）第４条及び第５条に規定する申請書、届出書又は許可書
	有り・無し
	□

	(６)　森林法（昭和26年法律第249号）第10条の２に規定する許可の申請
	有り・無し
	□

	(７)　森林法第10条の８に規定する届出
	有り・無し
	□

	(８)　茨城県水源地域保全条例（平成24年茨城県条例第49号）第９条に規定する届出書
	有り・無し
	□

	(９)　河川法第24条又は第26条にかかる許可書
	有り・無し
	□

	(10)　茨城県土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成16年茨城県条例第41号）第６条第１項に規定する許可書又は古河市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成17年条例第111号）第５条第１項に規定する許可書
	有り・無し
	□

	(11)　古河市土採取事業規制条例（平成17年条例第112号）第５条第１項に規定する許可書
	有り・無し
	□

	(12)　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第12条第１項に規定する許可書
	有り・無し
	□

	(13)　埋蔵文化財の所在の有無及び取扱いに関する通知
	有り・無し
	□

	(14)　古河市景観条例（平成25年条例第18号）第16条に規定する届出書
	有り・無し
	□

	(15)　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項に規定する許可書
	有り・無し
	□

	(16)　都市計画法第43条第１項に規定する許可書
	有り・無し
	□

	(17)　都市計画法第53条に規定する許可書
	有り・無し
	□

	(18)　都市計画法第58条の２に規定する届出書
	有り・無し
	□

	(19)　土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第76条に規定する許可書
	有り・無し
	□

	(20)　公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）第４条に規定する届出
	有り・無し
	□

	(21)　工場立地法（昭和34年法律第24号）に規定する特定工場に係る届出書
	有り・無し
	□

	(22)　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第４条に規定する届出書
	有り・無し
	□

	(23)　土壌汚染対策法第６条に規定する要措置区域及び第11条に規定する形質変更時要届出区域に係る届出書
	有り・無し
	□

	(24)　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第15条の17に規定する届出書
	有り・無し
	□

	(25)　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）第10条に規定する届出書
	有り・無し
	□

	(26)　騒音規制法（平成26年法律第72号）第14条第１項に規定する届出
	有り・無し
	□

	(27)　振動規制法（昭和51年法律第64号）第14条第１項に規定する届出
	有り・無し
	□


※　該当の有無は、左記法令に該当する事業であるかを記載すること。
様式第２号（第10条関係）
年　　月　　日　 
　　古河市長　宛て 
申出人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
氏名又は名称　　　　　　　　　　
（法人にあっては代表者名） 
  
太陽光発電事業事前（変更）協議書
  
　　古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第９条の規定による事前（変更）協議を申し出ます。 
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	事業区域の総面積
	㎡

	事業区域内における抑制区域の有無
	有　　区域名（　　　　）　・　無

	総発電出力
	ｋｗ

	工程予定年月日
	説明会
	年　　月　　日

	
	工事着手
	年　　月　　日

	
	工事完了
	年　　月　　日

	
	運転開始
	年　　月　　日

	
	運転終了（廃止）
	年　　月　　日

	工事施工者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	施設管理者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	説明会の実施方法
	説明会に参加しない者への対応
	

	事業者の太陽光発電事業経験年数
	年


※別表第４に掲げる書類を添付すること。

事業区域土地一覧
	大字及び地番
	地目
	面積
	抑制区域の名称

	
	
	㎡
	




様式第４号（第10条関係）
年　　月　　日　

　　古河市長　宛て

届出人
住所又は所在地
氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては代表者名）

太陽光発電事業協議取下げ届出書

古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第９条第６項（第12条第２項）の規定により、協議を取り下げたいので、届け出ます。 
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	事業区域の総面積
	㎡

	取り下げる理由
	




様式第５号（第11条関係）
年　　月　　日　
　　古河市長　宛て
報告者
住所又は所在地
氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては代表者名）

説明会開催（戸別訪問等）報告書

　　古河市内における太陽光発電設備設置に関する条例第10条第１項の規定により次のとおり報告します。
	事業名
	

	説明方法
	説明会・戸別訪問

	説明会開催日時
	年　　月　　日　　時　　分～　　時　　分

	説明会会場
	

	対象者人数
	　　人

	出席者人数
	地元関係者　　人

	説明責任者
	

	自治会・行政区の名称
	

	説明会対象者一覧
	説明日時
	説明方法
	分類
	住所及び氏名
	備考

	
	
	説明会
戸別訪問
その他
	隣接住民
周辺住民
その他
	
	

	
	
	説明会
戸別訪問
その他
	隣接住民
周辺住民
その他
	
	

	次回説明会
	有・無
	予定日
	年　　月　　日

	説明内容
	

	質問又は要望
	

	回答対応
	


備考１　説明に使用した資料を添付すること。
２　記載欄が足りない場合は、行を追加するか別葉で作成すること。

様式第６号（第13条関係）
年　　月　　日　 
　　古河市長　宛て 
申出人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）　　　　　　

太陽光発電事業計画書

古河市内における太陽光発電設備設置に関する条例第12条の規定による協議を申し出ます。

１　事業概要
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	事業区域の総面積
	㎡

	事業区域内における抑制区域の有無
	有　　・　　無

	総発電出力
	ｋｗ

	事業計画認定
	有（認定予定日：　年　月　日）　・　無

	事業形態
	発電のみ・営農型・その他（　　　　　）

	
	アレイの下の利用予定　　　有　・　無

	土地の利用権原
	自己所有・購入予定・賃貸借・地上権・
その他（　　　　　　）

	工事等予定
年月日
	説明会開催日
	年　　月　　日

	
	工事期間
	年　　月　　日～　年　　月　　日

	
	工事時間
	午前　時　分～　午後　時　分

	
	運転開始
	年　　月　　日

	
	運転終了（廃止）
	年　　月　　日

	工事施工者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	施設管理者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	


※　別表第４に掲げる図書を添付すること。

事業区域土地一覧
	大字及び地番
	地目
	面積
	抑制区域の名称

	
	
	㎡
	



２　施設管理
(１)　第三者の侵入防止対策
	フェンスの位置及び高さ
	敷地境界から　ｍ後退

	出入口の施錠措置
	

	標識の位置
	入口付近　・　それ以外（　　　　　）


(２)　保守点検
	保守点検（年間）
	内容
	

	
	時期
	

	管理者
	住所
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	異常があった場合の対応
	


(３)　防草対策
	施工内容
	・防草シート又は人工芝（10年以上の太陽年数かつ浸透係数10-２～1.0のもの）
・防草コンクリート又はアスファルト
・砂利又は砕石（10cm未満）
・ウッドチップ(有価物又は原位置自然還元)
※防草シート又は砕石、有価ウッドチップの場合には品質を証する書面を添付すること。


(４)　雨水・土砂の流出防止対策
	「古河市雨水流出抑制技術基準」により施工する雨水施設の種類及び容量
	

	土砂の流出防止対策
	


(５)　道路等の接道、建築物
	道路への接道
	公道　/　私道　　幅員　　　ｍ　・　無

	法定外道路等の占用
	有　・　無

	建築物の有無
	有　・　無


※　建築物に該当するかの判断は、建築基準法第２条第１項及び市ホームページ等を参照の上、必要に応じて確認すること。
(６)　立竹木伐採・緩衝帯・造成工事
	立竹木伐採の有無
	有　・　無

	緩衝帯
	幅員　　ｍ

	
	緑地の有無　　有　・　無


※　緩衝帯の幅員については、別表第１に掲げる事項に沿ったものとすること。
※　緩衝帯を緑地にする場合には、防草対策を施した上で、植栽すること。

　３　工事車両等
	使用する工事車両等の種類及び台数
	

	工事車両等の通行時間
	午前・午後　　時　　分から
午前・午後　　時　　分まで

	工事車両等の往復回数
	１日　　回

	工事車両等の騒音及び振動対策内容
	

	使用する建設機械等の種類及び台数
	

	建設機械等の使用時間
	午前・午後　　時　　分から
午前・午後　　時　　分まで

	建設機械等による騒音及び振動対策内容（騒音規制法（平成26年法律第72号）又は振動規制法（昭和51年法律第64号）に基づく特定建設作業に該当する場合は、その旨を記載すること。）
	

	建設機械等が低騒音型の機械であるか
（いずれかに〇）
	低騒音型・それ以外

	工事現場監督
（緊急連絡先）
	住所
	

	
	氏名
	

	
	連絡先
	


　４　太陽光発電設備
	太陽光パネル
	メーカー
	

	
	反射性
	□低反射　□それ以外

	
	枚数
	

	
	向き及び角度
	

	パワーコンディショナー
	ｋｗ

	キュービクル
	ｋｗ

	蓄電池容量
	ｋｗ

	協定書に基づき設置するコンセントの有無
	有　・　無（表示板を付けること。）


　５　事業廃止後等の措置
	
	耐用年数
	耐用年数経過後
の措置

	設備内容
	太陽光パネル
	年
	交換・撤去

	
	パワーコンディショナー
	年
	交換・撤去

	
	キュービクル
	年
	交換・撤去

	
	接続箱
	年
	交換・撤去

	
	蓄電池（設置する場合）
	年
	交換・撤去

	廃棄等費用積立金の総額※
	円

	廃棄等費用積立方法
	年　　　　円　　　　年間


　※　積立金の総額が、国に提出した額と異なる場合は、その額も括弧に併記すること。

６　特記事項（事業譲渡等の予定がある場合に記載すること。）
	






様式第７号（第13条、第18条関係）
年　　月　　日
　　古河市長　宛て
届出人
住所又は所在地
氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては代表者名）　　　

太陽光発電事業計画　変更届出書（第　回変更）

　　古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第12条第２項及び第17条の規定により、次のとおり届け出ます。

１　事業の名称
	事　業　名
	



２　変更する事項（軽微な変更を除く。）
	変更する項目
	変更前
	変更後

	
	
	


※　別表第４に掲げる図書を変更する場合には、変更前及び変更後の図書を添付すること。

３　事業者等の変更
	区分
	変更前
	変更後

	事業者
	所在地
	
	

	
	名称及び代表者氏名
	
	

	
	電話番号
	
	

	管理者
	所在地
	
	

	
	名称及び代表者氏名
	
	

	
	電話番号
	
	

	変更の原因（事業者変更の場合に限る。）
	

	特記事項（廃棄等費用積立金の取扱い等について記載すること。）
	

	変更の効力発生日
	年　　月　　日



　４　説明会対象者への対応
	





様式第９号（第16条関係）

　　年　　月　　日
　　古河市長　宛て
届出人
住所又は所在地
氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）

工事着手等届出書

　　太陽光発電事業の工事に（着手　中断　再開　完了）したので、古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第15条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	工事（着手・中断・再開・完了）
年月日
	年　　月　　日

	工事完了予定年月日（着手の場合）
	年　　月　　日

	工事施工者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	理由（中断の場合）
	



添付書類（工事着手の場合は１、３、５及び６を添付すること。工事完了の場合は２、４及び６を添付すること。）
１　工程表
２　看板を映した写真
３　案内図
４　現場写真（施行前・施工後）
５　様式第１号（実施協議の際に提出したもの）
６　その他市長が必要と認める書類（様式第１号に掲げる各法令の規定に基づく届出書及び許可書等の写しのうち未提出のもの）


様式第１０号（第19条関係）
年　　月　　日　

　　古河市長　宛て
届出人
住所又は所在地
氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）　　　

運用開始等届出書

　　太陽光発電設備に係る運用を〔開始　停止　再開　廃止〕したいので、古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第18条第１項の規定により関係書類を添えて届け出ます。
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する法律第２条第５項による特定契約
	　FIT　　・　契約済
　契約予定日：　　年　月　　日

	事業計画認定
	　非FIT　・　認定済
　認定予定日：　　年　月　　日
　認定番号：

	運用（開始・停止・再開・廃止）日
	年　　月　　日

	保守点検業者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	
	電話番号
	

	理由（停止又は廃止の場合）
	

	運用を開始した日（停止又は廃止の場合）
	年　　月　　日

	撤去予定日（廃止の場合）
	年　　月　　日

	撤去施工業者
（廃止の場合）
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	
	電話番号
	


※　開始届出時には、様式第１号に掲げる各法令の規定に基づく届出書及び許可書の写しのうち、未提出のものを添付すること。

様式第１１号（第19条関係）
	再生可能エネルギー発電事業の設備

	再生可能エネルギー発電設備
	区分
	太陽光発電

	
	事業の名称
	

	
	設備ID
	

	
	設置場所
	

	
	事業区域の総面積
	㎡

	
	出力
	ｋｗ

	再生可能エネルギー発電事業者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	連絡先
	

	保守点検責任者
	氏名
	

	
	連絡先
	

	運転開始年月日
	

	発電事業期間
	

	　この看板は、古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第18条第２項の規定により設置したものです。



※　設置上の注意
(１)　看板の大きさは、縦25センチメートル以上、横35センチメートル以上とし、地盤面から看板の下端までの高さが60センチメートルの位置を基準として設置すること。
(２)　記載内容に変更が生じた場合は、速やかに訂正すること。

様式第１２号（第20条関係）
年　　月　　日　
届出人
住所又は所在地
氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）　　　

太陽光発電設備撤去完了届出書
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	撤去日
	年　　月　　日

	撤去施工業者

	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	
	電話番号
	


　次の書類を添付すること
(１)　撤去後の現場写真
(２)　その他市長が必要と認める書類

様式第１３号（第21条関係）

年　　月　　日　

古河市長　宛て
　
　報告者
住所又は所在地
氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）　

太陽光発電事業状況報告書

古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第20条第２項の規定により、次のとおり報告します。
	


※　古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例施行規則（以下「規則」という。）第21条第１号及び第２号に規定する報告の場合は、措置の状況を判別できる議事録又は写真等を添付すること。
※　規則第21条第３号に規定する報告の場合は、報告日における廃棄にかかる積立て残高及び口座のある金融機関を明らかにすること。

様式第１５号（第23条関係）
第　　　　　号　
年　　月　　日　

　　　　　　　様
古河市長　　　　　　　　　印　

太陽光発電事業改善勧告書

　　古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例第23条第１項の規定により、次のとおり勧告します。
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	措置の期限
	年　　月　　日

	勧告事項




様式第１６号（第23条関係）

年　　月　　日　

　　古河市長　宛て
　　　報告者
住所又は所在地
氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）　　　

太陽光発電事業是正報告書

　　　年　　月　　日付け第　　　　　号で指導、助言又は勧告を受けたことについて、必要な措置を講じたので、次のとおり報告します。
	事業名
	

	責任者
	氏名
	

	
	連絡先
	

	勧告事項
	

	措置の年月日
	年　　月　　日

	措置内容
	




様式第１８号（第24条関係）

年　　月　　日　

　　古河市長　宛て
住所又は所在地
氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）　　　

公表に関する弁明書

　　　年　　月　　日付け第　　　　　号で通知のあった次の事案について、次のとおり弁明します。

	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	公表の原因となった事項についての弁明
	

	その他当該事案への弁明
	


※弁明書は、証拠書類等を添付して提出することができます。


附　則
（施行期日）
１　この規則は、令和８年　月　日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際、この規則による改正前の古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例施行規則に規定する様式の用紙で、現に残存するものについては、当分の間、所要の補正をし、これを使用することができるものとする。

誓約書兼同意書


私は、古河市内における太陽光発電設備設置及び維持管理に関する条例（以下「条例」という。）の規定に基づき、次のことを誓約します。


１　 私及び役員等（役員として登記又は届出がされていないが、事実上経営に参画している者を含む。）が、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者に該当しません。

２　 条例第９条第２項各号及び第３項各号のいずれにも該当しません。

３ 　太陽光発電事業を廃止したときは、速やかに太陽光発電設備を撤去し、自らの責任において適正に処分します。

なお、太陽光発電事業に関し、市が関係機関に必要な調査や情報を照会することに同意します。


令和　　　年　　　月　　　日


古河市長　　様


[bookmark: _GoBack]住　　　　所
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